
えくぼ通所リハビリテーションセンター運営規程 

 

指定通所リハビリテーションサービス事業 

指定介護予防通所リハビリテーションサービス事業 

 

（事業目的） 

第１条 医療法人社団聖来美クリニックが開設するえくぼ通所リハビリテーションセンター（以下

｢事業者｣という）が行なう指定通所介護事業、及び指定通所介護予防事業（以

下｢事業｣という）は介護保険法令の趣旨に従い、利用者が可能な限り居宅において

自立した日常生活を営めるよう、利用者の潜在する能力を最大限に発揮させ、日常

生活の活動を高め、家庭や社会への参加を可能にし、その自立を促す通所リハビリテ

ーションサービス、介護予防通所リハビリテーションサービスを提供することにより利用者の

身体的及び精神的負担を軽減することを目的とする。 

 

（運営方針） 

第２条 

（１） 指定通所リハビリテーションにおいては、要介護状態の利用者が可能な限りその居宅

において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能

の維持又は向上を目指し、医学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行

うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を図るものとする。指定介護予防通

所リハビリテーションの提供においては、要支援状態の利用者が可能な限りその居宅

において、自立した日常生活を営むことができるよう理学療法、作業療法その他必要

なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利



用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとする。 

（２） 事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービス提

供に努めるものとする。 

（３） 事業所は、利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介護状態とな

ることの予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行うものとする。 

（４） 事業所は、利用者の所在する市町村、居宅介護支援事業者、在宅介護支援セン

ター、地域包括支援センター、居宅サービス事業者、保険医療サービス及び福祉サービ

スを提供する者との連携に努めるものとする。 

（５） 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待防止等のため、必要な体制の整備を行うと

ともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。 

（６） 指定通所リハビリテーション（指定予防通所リハビリテーション）の提供にあたっては、

介護保険法第１１８条の２第 1 項に規定する介護保険等関連情報その他必要

な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めるものとする。 

（７） 指定通所リハビリテーション（指定予防通所リハビリテーション）の提供の終了に際し

ては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、主治医や居宅介護

支援事務所へ情報提供を行う。 

（事業所の名称及び所在地） 

第３条 この事業を行なう事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

  （１）名称   えくぼ通所リハビリテーションセンター  

  （２）所在地  石川県白山市西米光町チ８３番地１ 

 

（事業所の利用者定員） 

第４条 事業所の利用者定員はⅠ単位目 15名、Ⅱ単位目 15名とする。 



 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第５条 事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。   

  （１）管理者 医師 １名 

     管理者は、事業所を代表して職員の管理、業務の実施状況の把握、その他の管理を

一元的に行い,職員にこの規定を遵守させるための必要な指揮命令を行うものとする。

総括の任にあたる。 

  （２）理学療法士 １名 

     医師の指導監督のもと、利用者の状態に応じた実用歩行訓練・活動向上訓練・運

動療法等を組み合わせ、「心身機能」、「活動」、「参加」の要素にバランスよく働きかけ

る効果的なリハビリテーションを行なう。 

(３) 看護職員 ２名 

   利用者の健康状態を常に把握に努め、リハビリテーションサービス計画に基づき必要な

看護業務を行う。 

  （４）介護職員 ４名 

     利用者の日常生活状況等の把握に努め、リハビリテーションサービス計画に基づき必要

な介護業務を行う。 

   

（営業日及び営業時間） 

第６条 営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

（１） 営業日は、毎週月曜日から金曜日までとする。 

但し、土曜日、日曜日と祝祭日及び１２月２９日から１月３日までの年末年始を

休日とする。 



（２） 営業時間は、Ⅰ単位目  9：00～12：00 

      Ⅱ単位目 13：00～16：00 とする。 

 

（指定通所リハビリテーション、指定介護予防通所リハビリテーションの内容） 

第７条 指定通所リハビリテーション、指定介護予防通所リハビリテーションの内容は次のとおり

とする。 

ア． 個別リハビリテーション 

イ． 機能訓練 

ウ． 健康管理 

エ． 送迎サービス 

 

（通所リハビリテーション計画、介護予防通所リハビリテーション計画の作成） 

第８条 

（１） 利用開始時に関連スタッフ（医師、理学療法士、看護職員、介護職員）等の職

員が協働して、利用者の心身の状況や提供されるサービスの希望及び利用者の置か

れている環境を踏まえて、機能訓練等の目標とその目標を達成するための必要なサー

ビスの内容等を記載したリハビリテーション計画を作成するものとする。 

（２） リハビリテーション計画は、すでに居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計

画の内容に沿って計画しなければならない。 

（３） リハビリテーション計画の作成にあたっては、その内容について利用者又はその家族に

対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

（４） リハビリテーション計画を作成した際には、これを利用者に交付しなければならない。 

（５） リハビリテーション計画を作成後、当該計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて



当該計画の変更を行うものとする。 

 

(利用料及びその他費用の受領) 

 第９条 

（１） 事業所は、指定通所リハビリテーションサービス、指定介護予防通所リハビリテーシ

ョンサービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるも

のとし、当該指定通所リハビリテーションサービス、指定介護予防通所リハビリテーシ

ョンサービスが法定代理受領サービスに該当する時はその１割、２割又は３割の額

とする。 

（２） 事業所は、前項に揚げる支払いを受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の

支払いを利用者から受領することができる。 

ア． おむつ代 実費 

イ． 通所リハビリテーションサービス、指定介護予防通所リハビリテーションサービスにおいて提

供される便宜のうち、日常生活において必要な費用であってその利用者に負担させるこ

とが適当と認められている費用を実費相当とする。 

ウ． 通常の事業実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要する費用

は、利用者の要請があった時は、利用者の同意を得てから次の通り実費の支払いを利

用者から受けることができる。 

１．通常の事業実施地域を越えた地点から片道概ね２Km 未満 ５００円 

      ２．通常の事業実施地域を越えた地点から片道概ね２Km 以上１０００円 

エ． 事業所は利用者から３時間を越える延長サービス提供の要請があった時は、 

自己負担分の支払いを利用者から受けることができる。 

   オ．前各号に掲げるもののほか通所介護、通所介護予防の提供に必要でその利用者に負



担させることが適当と認められる費用。 

 

（３） 事業所は、前項の費用の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対して

事前に当該サービスの内容および費用について説明を行い、利用者の同意を得な

ければならない。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第１０条 事業所の通常の事業実施地域については、白山市、川北町、能美市とする。 

 

（衛生管理等） 

 第１１条 事業所は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水につい

て衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医

療用具の管理を適正に行うものとする。 

 

  ２ 事業所において感染症が発生し又はまん延しないように次の各号に掲げる措 

    置を講じるものとする。 

（１） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね 6月に1回以上開

催するとともに、その結果について、従業員に周知徹底を図る。 

（２） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

（３） 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓

練を定期的に実施する。 

     



（緊急時における対応方法） 

第１２条 職員は、通所リハビリテーションサービス及び介護予防通所リハビリテーションサービス

を実施中に利用者に病態の急変や、その他の緊急事態が生じた時は、速やかに管

理者や主治医に連絡する等の措置を講じなければならない。 

 

（サービス利用に当たっての留意事項） 

第１３条 利用者は、集団生活であることの自覚を持って事業所内の秩序を保ち他の利用者

に対し相互の親和を図るものとする。 

 

（非常災害対策） 

第１４条  

（１） 非常災害に関する具体的計画を立案し災害に備える為、定期的に非難、救出、その

他の非常災害対策訓練を行う。 

（２） 事業所は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連

携に努めるものとする。 

 

（秘密保持） 

第１５条  

（１） 職員は、正当な理由なくその業務上知り得た利用者とその家族の秘密を漏らさないもの

とする。 

（２） 職員であった者が、正当な理由なくその業務上知り得た利用者とその家族の秘密を保

持させるため、職員でなくなった後においてもこれらの秘密を漏らす事がないよう必要な措

置を講ずる。 



（３） 居宅介護支援事業者等に対して、利用者に関する情報を提供する際には、事前に文

書により利用者の同意を得る。 

 

 

（苦情処理） 

第１６条  

（１） 提供したサービスに対する利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を

受け付けるための窓口を次のとおり設置する。 

   ア．苦情受付窓口（担当者）   相談員 

   イ．苦情解決者（管理者）    渡邊 文生 

  （２） 苦情受付担当者は苦情を受け付けた場合には、当該苦情等の内容を記載する。 

 

（３）提供した指定通所リハビリテーションサービス、介護予防通所リハビリテーションサービスに

関し、市町村が行う文書その他の物件の提出、若しくは提示の求め又は市町村の職員

からの質問若しくは照会に応じ、利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力す

るとともに指導又は助言を受けた場合には従い必要な改善を行う。 

（４）事業所は、市町村の求めがあった場合は前項の改善内容を報告する。 

（５） 指定通所リハビリテーションサービス及び介護予防通所リハビリテーションサービスに関する

利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに

国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は指導又は助言に従って

必要な改善を行う。 

（６） 事業所は、国民健康保険団体連合会の求めがあった場合、前項の改善内容を報告す

る。 



 

（虐待防止に関する事項） 

 第１７条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の

措置を講ずるものとする。 

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図

る 

（２） 虐待防止のための指針の整備 

（３） 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

（４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

 

 ２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は擁護者（利用者の家族等 

   高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場 

   合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第１８条 

（１） 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所リハビリテ

ーション（指定介護予防リハビリテーション）の提供を継続的に実施するための、及び

非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」）を策

定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

（２） 事務所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するものとする。 



（３） 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の

変更を行うものとする。 

 

（事故発生時の対応） 

第１９条 

（１） 通所リハビリテーションサービス及び介護予防通所リハビリテーションサービスの提供により

事故が発生した場合には、速やかに市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る

居宅支援事業者等に連絡を行うとともに必要な措置を講ずる。 

（２） 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置を記録しなければならない。 

（３） サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には必要な損害賠償を速やかに行

う。 

  

（記録の整備） 

第２０条  

（１） 事業所は、職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならな

い。 

（２） 事業所は、利用者に対するサービスの提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、そ

の完結の日から５年間保存しなければならない。 

ア．リハビリテーション計画 

イ．サービスを提供した際の提供した具体的なサービスの内容等の記録 

ウ．市町村への通知に関する記録 

エ．苦情の内容等の記録 

オ．事故状況及び事故に際してとった処置の記録 



 

（地域との連携） 

第２１条 

（１） 事業所は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携

及び協力を行う等の地域との交流に努めるものとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第２２条 

（１） 事業所は、職員の資質の向上を図るため、事業所内における業務を遂行する上で専門

的知識や技術の習得をさせ、また外部研修に積極的に参加させることにより業務体制

の整備に努力をする。 

（２） 事業所は、全ての通所リハビリテーション従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、

介護支援専門員、介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を

有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受

講させるために必要な措置を講じるものとする。 

（３） 事業所は、正当な理由なく指定通所リハビリテーションサービス、介護予防通所リハビリ

テーションサービスの提供を拒んではならない。 

（４） 事業所は、指定通所介護事業者ごとに経理を区分するとともに、指定通所介護事業

及び指定通所介護予防事業の会計とその他の会計を区別する。 

（５） 事業所は、利用者の使用する施設、食器、その他の設備又は飲用に供する水について

衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずる。 

（６） 事業所は、当該指定通所介護事業所において感染症が発生しないよう、又は蔓延しな

いように必要な措置を講ずるよう努める。 



（７） 事業所は、適切な指定通所リハビリテーション（指定介護予防通所リハビリテーション）

の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背

景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業員の就業環

境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

（８） その他、重要事項は随時、事業所にて決定し利用者に周知するものとする。 

 

 

附  則 

 

この規定は令和２年１１月１日から施行する。 

令和４年４月１日 変更 

令和６年３月１日 変更 


